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＜第 105 回 原子力安全問題ゼミ＞ 

 

２００８・７．２２ 
中越沖地震が明らかにした原発耐震指針の問題点 

                                    正脇謙次 
 
１．はじめに 

 ２００７年７月１６日の M６．８の中越沖地震は柏崎刈羽原発（７機）から震央距離１６ｋｍ、

震源距離２３ｋｍに発生したが、運転中の原発が速やかに停止したことは不幸中の幸いであった。

もし、不幸にも１機の原発でも損傷が起きていたら、大変な事態をひきおきしていたかも知れない

ことを考えると、人々の心を震撼させるに十分な出来事であった。と同時に、そこから得られる多

くのデータには、関係者は大変注目しており、IAEA からも詳細なデータの公開をすばやく指摘さ

れた。ほぼ１年経過し、この間、多量のデータが公開され、検討結果も頻繁に報告されるようにな

ったので、これらの報告書を柏崎刈羽原発の耐震構造の健全性、また、原発耐震設計に与えた影響

について検討する資料としてここに記述します。なお、広い分野にわたり検討されているが、すべ

てを話すには時間的にも無理なので、主として、耐震設計が今後どのように変わりうるかという点

について公表されたデータをもとに検討する。なお、多くの資料は監督官庁の HP に公表されてい

るので、それを詳読していただければ、中越沖地震が耐震設計指針に与えた影響について理解され

るでしょう。 
 
２．原子炉停止と制御棒の損傷 

 当日、運転中の２号機（未臨界）、３号機（定格出力）、４号機（定格出力）、７号機（低出力運

転）は、地震発生の信号を受信してスクラムにより自動停止に入り、１秒弱（設計値１．６２秒、

１．４４秒）で全制御棒は挿入された。信号発信後、２秒後に全制御棒挿入信号を確認しているが、

４号機でスクラム時間記録計が故障しており、記録は存在しない。相変わらず、計測器の未整備と

いう問題が残る。なお、制御棒の挿入時間は規定で２．２秒であるので、規定内に停止したことに

なる。しかし、地震は数秒で収束するが、３時間あまり７０気圧、温度３００度の環境で構造物は

維持されているので、制御棒が挿入されても安全とは言い難く、原子炉内の損傷により蒸気漏れが

起きる可能性があるので、注意は必要だろう。（図１参照）。 
 地震による制御棒の損傷については、過去（２００５年８月）に、原子力安全基盤機構で耐震実

験（加速度３＊９．８）と解析を行っており、共振による損傷等は起きないというデータを報告し

ている。ただし、制御棒は、単体では支持部の間を通過する間、かた持ち構造の振動をうけるので、

大きく振れる可能性がある。この点についての検討はなされていない（PWR と BWR では構造は

異なる、図２参照）。 
 
3．地震波の解析と地下構造 

 K-NET で公表されている地震波（加速度）から、柏崎(サイト NIG018)の特徴としては他の周辺

域の地震波と比較して、高周波より低周波域の振幅が高く、軟弱な地盤による減衰により非線形が

強調されているように見える。これは原子炉にとって、不幸中の幸いといえることかもしれない。
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原子炉構造物の固有振動数は高周波域に多くは存在しているため共振による大きな振れが発生し

にくいからである。これが原因だと思うが、波形逆解析では、このサイトのデータを除外している。

(図３参照) 
 柏崎原発では、通常、M=6.８規模の地震波の１．５倍程度大きなゆれが起きていること、また、

１－４号機と５－７号機で地震波の特徴が異なり、１－４号機の地震波が５－７号機大きなパルス

が観察されることをから、震源モデルによる波形解析から、これらの理由について検討された。（図

４参照） 
 東電と原子力安全基盤機構の震源モデルを用いた解析では、原発地下の地層構造が褶曲構造にな

っており、地震波が１－４号機では強調されることになることを指摘されている（この違いは、原

発で観察された地震波の後半のパルスの大きさに注目）。すなわち、地下構造の違いに起因すると

考えて解析されている。（図５参照） 
 断層に３つのアスペリティ（破壊要素）を想定して、強いパルスは原発に最も近い第３のアスペ

リティから生じたものと考えているようである。ここで発生した波が基礎基盤に伝わり上層の軟弱

な地層を通過すると増幅された原子炉基礎盤に伝わる。地盤の褶曲が１－４号機で地震波を強めた

と考えている。なお、地震計はサービスホール（－２５０m）と原子炉建屋内に設置されているの

で、観察波形と解析波の比較が可能である。 
 特に重要なのは、計算された、開放基盤上の最大加速度は１２４７．３ガルと６４８．８ガルで

あり、これにより原子炉基盤上では、６９９ガルと５１３ガルとなると評価されていることである。

これらの値が設計で想定した地震の大きさ以上であることと、１－４号機が５－７号機より大きく

なった原因であると考えている。建設当初、地震波の策定には、このような地域性（特殊な地層構

造）を想定していないから、低周波域で大きな加速度が生じることなど予想されないのであるが、

これとて地震波の不確定さに原因がある。すなわち、同じ震央距離であっても観察される加速度は

通常、異なるのである（地層構造が異なるから）。 
 
４．原発のバックチェックへの影響 

 ２００６年９月に設計指針が改定され、各原発で新設計指針に照らした活断層評価が各原発で行

われた。その内容は 
１．  改定指針で活断層の評価対象期間が５万年前以降から後期更新世以降（約１２～１３万年前

以降）となったことで対象となる活断層の数が増加 
２． 改定指針で地球物理学的調査や地下構造を踏まえた評価の重要性が明記されたので、正常の類

似した近接する断層群一連としたことにより断層の寸法の変化 
３． 改定指針で変動地形学的調査の重要性が明記されたため、これらの調査検査に基づく変更。 
４． 詳細地表地質調査やトレンチ調査等により入念な調査結果に基づく変更 
５． 最新の調査技術を用いた高精度の海上音波探査の結果等 
とあり、性状が類似した活断層群については一連として評価長さを設定  
１）一連の地形を形成してきたと判断 ２）地下構造が不連続ではなく、断層面の走向、傾斜など

類似していると判断した場合 ３）活断層による地層のずれ量が終息傾向にないと判断、近接する

活断層を一連とする。 
 しかし、これらから実在する断層を活断層と判断するのは容易ではないだろう。したがって、い
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まなお、議論がなされている。 
 中越沖地震を教訓として、原発のバックチェックにおいては、地層検査により３次元構造を明ら

かにした上で、設計用地震波を策定することになったようである。 
 各原発から２００８年３月２０日にバックチェックの中間報告書が保安院に提出された。そこで

は、設計当初、策定された地震波と新たな耐震設計指針により策定された地震波が記載されている。

（）は設計当初策定されたもの。（表１参照） 
 想定された活断層の大きさの変更が加わり、応答スペクトル法と断層モデルを用いて計算した値

から保守的に設定したことになっている。再評価では、いずれの原発も建設当時より約１．５倍高

く設定されており、この値を用いて建屋、構造物の強度面からの安全性を再評価している。ただし、

弾性域では応答倍率法で短時間に評価されている（ただし、配管ではモーダル解析を行っている）。 
 各事業者は新耐震設計指針でも、設計原発の安全性は確保されているというのが結論である。さ

て、ここで問題とされているのは断層の大きさである。アスペリティが広くなれば、各アスペリテ

ィから発生する波の数は当然、多くなり、観測点ではそれらが合成されるから、地震波は大きくな

る傾向にある。しかし、接近した断層が連結するがあるいは活動化するのかの判断は難しい。 
 しかし、日本原電、関西電力、日本原子力研究開発機構（２００８年６月１３日）の報告書では、

各断層からの影響を活動セグメント間の力学的相互作用を考慮したとする検討が記載されている。

それによれば、各断層に初期応力を設定（未知なので乱数で与える）し、広域応力を長期間断層に

作用させたに蓄積される応力を計算して、各セグメントが破壊のしきい値を超えるかどうかの判断

を行うというモデルであるが、三次元構造の取り扱いや広域応力の求め方など不明で、まだ、信頼

性を得るところまでモデルは達していないように思う。（図６参照） 
 
５．IAEA 調査団のコメント 

 来日した IAEA 調査団の報告書では、運転中のプラントは自動停止、地震中も地震後もすべてプ

ラントは安全な挙動で、発生直後、極少量の放射性物質の放出はあったものの、３つの基本的安全

機能（反応度制御、炉心からの熱除去、放射性物質の閉じ込め）は確保されたと述べ、強い地震で

あったにもかかわらず、目に見える損傷はなく、全般的に予想よりかなり良好な状態であったのは、

おそらく設計過程のさまざまな段階で保守的手法が採用されていたことによるのではないかと述

べ、現時点から見れば、設計当時の利用可能なデータ、適用可能な手法には不確実な点は存在し、

結果的には設計基準時振動の過小評価につながったが、これらの保守的手法の相乗効果により不確

実性は十分補われたとしている。 
 また、考慮すべきは、通常運転の条件では機能を維持し続ける機器であっても、隠れた損傷を有

している可能性のあるという点である。このことが、事故時や運転長期化により要求される機能の

性能に影響を及ぼす可能性がある。運転再開に前に分析され検査されるべきである。また、経年劣

化の加速についても将来の検査プログラムを検討する上で重要な事項となろうと指摘している。こ

れらの指摘は当然のことで、これを謙虚に受け止めて、原発の点検作業は念入りに行わなければ今

後、安全性は保てないだろう。 
 
６． 断層モデルによる地震波策定の不確実性 

 近年、地震波策定に強振予測レシピ（断層モデル）と応答スペクトル法が用いられる。 
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断層モデルは、断層に震源と破壊領域（アスペリティ）を設定して、各アスペリティにすべり量（分

布）、すべり方向を与えて、わずかに遅れてアスペリティが連続的破壊時において瞬発的に発生す

る地震波を観察点で合成する手法であるが、伝播媒体である地層構造、物理的性質、異層境界（断

層）等の断層の性質をあらわす複数のパラメータを正確に設定しなければならない。一度活動した

断層から地震波が観察されていれば（経験的グリーン関数として用いる）、逆解析によって震源の

地震波は評価されるが、しかし、設定モデルによって異なる結果が得られることは中越沖地震の解

析でも明らかとなっている。これも不確実性の要因が多いためである。レシピの目的とする、誰が

行っても同じ結果が得られるモデルの構築にはまだ至っていない。正確に評価を行おうとすれば３

次元地下構造のデータが必要不可欠であるが、このデータの習得は容易ではないことは明白である。

したがって、地震波観察データが存在しない断層が活動することを仮定して、断層モデルで地震波

を策定することは手法として可能ではあるが、検証がない事実は不確実なものと考えざるを得ない。

事実、今回は、経験的データが多数存在してもなお、断層モデルは確定できなかったのだから。  
７．構造物の耐震性のバックチェックからの教訓 
 応答倍率法により再計算した評価値はすべて許容値を下回り、保守性が確認されているが、地震

波策定には、いずれの方法も不確実な値の設定を余儀なくされている（パラメータの設定過程で明

白）のである。したがって、保守的といえるかどうか不明である。 
 中越沖地震が原発直下の活断層で発生した地震とするならば、被害が予想よりも小さいことは、

まさに不幸中の幸いである。他の原発で、同様の地震が発生した場合、不幸中の幸いで終わる保障

はないことを肝に銘じてほしい。すなわち、地震波の策定に十分注意を払い、保守的に評価しなけ

れば禍根を残すことになる。 
 
７． おわりに 

 新耐震設計指針の方針にのっとり、各原発がバックチェックの途上で発生した中越沖地震は原発

に大きな被害を出さずに終止したように見えるが、地震波の策定に地層構造の把握の重要性を示唆

しており、この点、原発の安全性から教訓として生かさねばならない。 
 現在、他の原発の中間報告については検討途上にあるようで、柏崎の教訓を生かされているかど

うか、どのように保安院が結論を出すか見守りたい。 
 
参考文献 省略（監督官庁の HP に掲載されている中間報告書など） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


















